
内閣官房（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

制度の所管･関係府省

内閣官房

求める措置の具体的内容

関西広域連合についても地方版総合戦略の策定を可能とし、総合戦略に基づく交付金の対象とすることを

求める。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

(提案にあたっての基本的な考え方）

　まち・ひと・しごと創生法では、都道府県及び市町村が地方版総合戦略を策定することとされているが、関

西広域連合のように地方創生に取り組む広域行政組織についても地方版総合戦略の策定を可能とし、総合

戦略に基づく交付金の対象とすることを求める。

（制度改正の必要性等）

　関西においては、府県域を越える唯一の広域連合（特別地方公共団体）である関西広域連合があり、関西

圏の地方創生に向けて、府県域を越える広域行政課題の解決を図るとともに、防災、観光・文化振興、産業

振興、医療、環境保全などの広域行政の推進に独自に取り組んでいるところである。また、関西広域連合で

は、「関西圏域の展望研究会」を設置し、災害に強い国土形成の観点を踏まえつつ、東京一極集中、人口の

地域的偏在を食い止め、関西の各地域がそれぞれの個性や資源を活かし、主体的に取り組むしくみのあり

方、また、住んでいる人の目線で、心の豊かさを実感できる関西のあり方など、関西圏域の今後を展望した

取組についての研究を行っている。

　訪日外国人誘客にむけた広域観光振興の取組、関西における広域的・戦略的な産業振興、農林水産業振

興の取組、広域ドクターヘリの運航、広域的な再生可能エネルギーの拡大・低炭素社会づくりの推進の取組

など、府県域を越えた広域行政について具体的に取組を進めている関西広域連合が地方創生の観点から

取組を行うことができるよう、まち・ひと・しごと創生法に基づく地方版総合戦略の策定を可能とするとともに、

総合戦略に基づく交付金の対象とすべきである。
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広域連合における地方版総合戦略の策定等
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